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メコン・クロスボーダー地域とビジネス環境
―物流，生産，消費をめぐって―
1．はじめに
ASEAN 諸国のうち，ユーラシア大陸に属する諸
国，すなわちベトナム，ラオス，カンボジア，タイ，
ミャンマーがクロスボーダー生産分業地域の対象とし
て注目されている。2015年中に ASEAN 地域の自由貿
易化を大きく促進させる AEC（ASEAN 経済共同体）
が完成するため，国境を超えた「クロスボーダー」の
ビジネス環境が大きく変わって行くと考えられている
からだ。
筆者は2014年度文部科学省「私立大学戦略的研究基
盤形成支援事業」の補助金による調査活動の一環とし
て，同年にベトナムとラオスの重要都市を結ぶ「東西
経済回廊」を走破する実地調査などを行った。ベトナ
ム中部の中心都市，ダナンとラオス中部の中心都市，
サバナケットを結ぶエリアである。「東西経済回廊は
2015年を目途に関税削減を主とする自由貿易体制のシ
ステムが完成する ASEAN 諸国域内の自由貿易協定，
AFTA（ASEAN 自由貿易地域）の今後において，機
械製品（特に輸送関連機器）の生産中心拠点として存
在感を高めるタイと大市場の中国を結ぶ物流の「動
脈」の一つである。そのビジネス環境の実態調査を周
辺地域の企業へのインタビューを含めて実施した。
日系企業の視点から見ると，この地域は人件費が急
速に上昇し，また競争環境が厳しくなる中国やタイを
補完する拠点を構築しようとする戦略，すなわち
「チャイナプラスワン」の対象地域でもある。企業の
進出地域は，生産コスト，競争状況，そして災害，政
治的安定度などを勘案，検討し，決定される。この文
脈でメコン地域を中心に製造企業の投資が積極化して
いるのである1。2003年タイ・アユタヤ県に進出した
機械部品メーカーに対してインタビューで，同社のア
ジア展開の略史について伺った。それによると，同社
は最も早く進出したマレーシア工場（シャーアラム，
1988年）から始め中国工場（東莞，1996年），香港販
売拠点（1996年），タイ工場（アユタヤ，2003年）と
いう海外展開をしてきたという。しかし，増値税（付
加価値税）還付の優遇制度の廃止，コスト上昇，過当
競争による価格転嫁の難しさがあり，工場維持ができ
なくなったことにより，中国工場は2009年に閉鎖し
た。この結果現在，同社にとっての「チャイナプラス
ワン」の役割を果たすのはタイ工場となっている。タ
イには日本の最終組み立てメーカーが非常に多く進出
しているため，系列を超えた取引の大きなチャンスが
あることが魅力であるという2。
タイは長年，多くの日系企業が進出し，生産，販売
のネットワークに関して多くの蓄積，資産がある。取
引先も多く，これを生かす形でタイにおいて商流を発
＊専修大学商学部教授
1 小林 a（2015）
2 タイに進出している日系企業へのインタビュー（2015年 2 月）
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展させようとする企業は多く存在する。但し，コスト
の上昇は急テンポで進んでおり，持続的な経営を目指
すにあたっては，周辺のベトナム，ラオス，カンボジ
アへの生産分業という形態での展開がより重要な意味
を持つようになる。メコン地域の物流を結ぶ「東西経
済回廊」と「南部経済回廊」が注目を浴びている背景
になっている。ベトナム，カンボジア，ラオスそして
ミャンマーのいわゆる「メコン地域諸国」という，こ
の地域への日本企業の進出は着実に増加するであろ
う。
ホーチミンシティやハノイといったベトナムの大都
市の周辺には近年，製造業分野，なかでも工業技術の
移転を伴う機械分野のサポーティングインダストリー
を誘致するための工業団地も多く開発されるように
なっている。現在，ベトナムには200か所あまりの工
業団地が存在するとも言われる。このうち日本企業の
直接投資を受けて，日系資本（商社，建設会社等）が
関与した工業団地は日系の大手機械製造業のみなら
ず，部品製造を担う中小企業の誘致にも注力してい
る。ミャンマーやベトナムでは日本政府，日本の商社
によるインフラ開発支援等に代表される周辺整備も進
んでおり，日系企業が進出しやすい環境になってい
る3。
また，長期にわたり，地域に根差してオペレーショ
ンを行うためにはその地域においてコスト上昇のデメ
リットを吸収して余りある対象地域の需要の拡大，す
なわち消費市場の拡大が実現することが必要条件であ
る。この意味で，ベトナムは人口1億人にやがて達す
ると予測されており，また中国の雲南省，広西壮族自
治区等近接する地域は一大消費地である。
本稿ではこのような状況にあるメコン地域のビジネ
ス環境について考察を行う。
2．クロスボーダー地域と物流環境
ラオス中部―ベトナム中部のクロスボーダー地域を
結ぶ一大物流網の起点であるベトナム中部のダナン市
とラオス・タイ国境にある物流・生産の中継都市，サ
バナケット市を訪問した。周知のとおり，この二つの
都市は「東西経済回廊」で結ばれている。「東西経済
回廊」は ASEAN 諸国の経済統合が本格化するなか
で，最終的には大陸部 ASEAN 諸国であるベトナム，
ラオス，タイ，ミャンマーを結ぶ国際道路である。実
際にバスをチャーターして走行するとかかった時間は
片道約500キロメートルをダナンからサバナケットへ
の往路12時間，サバナケットからダナンへの復路11時
間であった。20分くらいの休憩をそれぞれ5回取った
うえでの所要時間であり，コンテナ貨物を搭載するト
ラックならば，もう1時間程度，短縮可能と思われ
る。まず，往路はダナン市中心部を出発した。南シナ
海に沿って走る国道1号線を北上すると3時間程で沿海
の主要都市ドンハ市内にはいる。途中で経路上にある
古都・フエ市内にはいるがそこを通らずにショート
カットするバイパスを通って，このドンハ市で西へ進
路をとれば，国道9号線，この道路が日本政府の経済
協力もかかわっている「東西経済回廊」（ラオス，ベ
トナム双方において「9号線」と呼ばれている）であ
る4。この道路が完全に整備された暁には東はベトナ
ム・ダナン市から西はミャンマー（モーラミャイン
港）までを連結する基幹道路になるのである。
現在，急ピッチで道路整備は進んでいる。このう
写真 1 ：ダナン港のコンテナヤード（筆者撮影）
3 ダナン市の外資誘致対象のプライオリティは日本企業であるという。
4 1970年代，北ベトナム政府が南ベトナム反政府軍に物資を供給するために利用した山間部の道路，いわゆる「ホーチミンルート」が整備さ
れたものと言われている。
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ち，今のところ，定期的な物流便として現地進出の日
系企業が期待しているのは東西経済回廊上ではラオス
のサバナケットからベトナムのダナンに至る道路であ
る。ダナンからベトナムの国道1号線を北上するとベ
トナム中部の主要都市，ドンハに着く。このダナン―
サバナケット間の交通，物流状況を筆者は2014年9月
に実査したが，道路状況について述べると，ダナンか
らドンハというベトナム国内の国道1号線の区間は片
側1車線を片側2車線に拡張する工事が盛んに行われて
いた。近い将来，よりスムーズな陸送が可能になると
期待される。もっとも，ベトナム国内（国道1号線）
では無数のオートバイがあり速度制限が存在する。さ
らに，ラオス国内（国道9号線）にはいると速度制限
はないため，スピードアップは可能であるものの，こ
ちらは片道1車線で路肩が狭く，生活道路ともなって
いるため，状態のよい区間でも最高時速70キロ～80キ
ロで走らざるを得なく，「東西経済回廊」はこうした
「物理的な制約」のため，通常の自動車専用道路や高
速道路のような走りはできない。これが現在のとこ
ろ，運送時間を短縮する上でのネックになっているの
である。
なお，ベトナム―ラオス国境周辺の回廊の道路上で
はコンテナを積んだトラックとしばしば遭遇し，それ
ほど頻度は高くないが日系の物流会社のものもあっ
た。一部の区間が未舗装あるいは表面アスファルトが
剥げ落ちて，穴になっているものもあり，スピードを
落とさざるを得ないようであった。しかし，その一部
区間を除けば道路状態も問題ないと思われ，今後，着
実に物流網としての活用が進んでいくように見えた。
沿線には日本式の「道の駅」もあり，ラオス・サバナ
ケット市―ベトナム・ダナン港間は着実に問題なく利
用されるレベルになりつつあると思われる。ベトナム
のラオバオ―ラオスのデンサワンで分けられている両
国の国境を越えて，さらに西進すること約5時間，ラ
オスのサバナケット市に入る。ここで現地の運輸局や
大手物流業者にインタビューを行った。現地では IT
関係の企業を設立しようとする日系ビジネスマンにも
偶然遭遇した。今後サバナケットに進出してくる日系
企業を見越して日系企業を顧客とする IT サポート事
業の立ち上げを計画しているという。
また，サバナケット市の地元大手物流業者（本社は
ラオスのビエンチャン市）の支店では実際に電子部
品，機械部品もダナン―サバナケット間を運搬されて
おり，荷主には日系企業もあるという聞き取りができ
た5。東西経済回廊は道路状態の維持，通関手続きの
簡素化，現地物流業者に貨物取り扱いのノウハウ向上
という今後の課題もあるものの，これは時間によって
解決されるであろうとのことでもあった。
東西経済回廊のラオス国内における終点のサバナ
ケット市はメコン川に面した都市であり，前述のよう
に，近年，日本企業の工場進出も次第に進んでいる場
所である。メコン川を望むその対岸はタイ東北部の主
要都市のムクダハン市であり，既に述べたように，メ
コン河川国境を結ぶ橋梁は日本の経済援助によって建
設された第二友好橋である。ムクダハンから西進し，
タイ北部を横断し，直進すると最終的にはミャンマー
に到達する。一方，ムクダハンから左折（南下）し，
タイ北部を縦断すれば，タイの一大工業地帯，東部臨
海地域のレムチャバンやラヨン方面に到達するという
位置関係である。
物流網の整備が進んでいるのは東西経済回廊だけで
はない。サバナケット市の運輸局によるとベトナムに
貨物を出す物流網でも，東西経済回廊以外のルートを
利用する荷主も出てきているという6。そのうち最も
利用されつつあるのが，東西経済回廊の北側にほぼ平
写真 2 ：東西経済回廊上（ラオス領内）にある「道の駅」。
日本の協力で設置。（筆者撮影）
5 ダナン市の日系物流会社へのインタビュー（2014年 9 月 5 日）
6 サバナケット市政府運輸局長へのインタビュー（2014年 9 月 8 日）
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行して走る「国道12号線」のルートやメコン川沿いに
南北に走る「国道13号線」を利用するルートである。
前者はタイ北東部から，直接ベトナム北部の首都ハノ
イに抜け，さらには中国の広州を目指すものである。
また，後者はタイ東北部の主要都市，ウドンタニから
ラオスの首都・ビエンチャンを通って，まっすぐに北
に向かって中国の雲南省の省都・昆明に抜けるルート
である。東西経済回廊による東西の物流ルートとは別
に現実味を帯びているのが，こうした南北の物流ルー
トである。中国企業等はこうした「国道12号線」，「国
道13号線」という南北ルートをうまく活用していると
いわれる7。実際，ベトナム・ダナン港湾局へのイン
タビューによると，現在のところ，東西経済回廊等の
陸上経路を通ってダナン港から海外にシッピングされ
る貨物は，ベトナムからシッピングされるラオス関係
全体の貨物の2％ほどに過ぎないという8。東西経済回
廊がまだ「優先的に」選択される主要な物流ルートに
はなっていないということも残念ながら現実の一面と
してとらえておかなければならないようだ。
東西経済回廊からダナン港に向かうルートのライバ
ルがある。サバナケットの北方の町タケークから北東
に伸び，ダナンと首都ハノイの中間地点周辺にあるビ
ンにてベトナムの1号線に合流し，そのまま北上して
首都ハノイ，そしてベトナム第三にして北部ベトナム
の最大の国際港，ハイフオンからシッピングするルー
トである。ラオスのタケークからベトナム国道1号線
上の都市，ビンまで抜けるにはラオスの「国道13号
線」と「国道8号線」を通ればよく，こちらがハノイ
方面，ハイフォン方面を通って，国外への輸出をする
ためには所要時間が短いという。川田（2011）はサバ
ナケットから東西経済回廊を使ってハノイに荷を運ん
だ場合（890分）よりもこの「国道13号線」＋「国道8
号線」ルートを走行した場合（615分）の方が275分も
早くハノイに到着するということを報告している9。
日系の物流企業が既にラオスに現地子会社を設立
し，タイ―ラオス―ベトナムの配送事業を少しずつで
はあるが担っていることもまた事実であるが，今後，
確実に「主要な物流ルート」として存在感を増してい
くためにはこうしたルート間の競争にも勝っていく必
要があろう。
ところで，メコン地域における東西物流ルートとし
てはタイの東部臨海地域（ラヨン，レムチャバン等バ
ンコクの東方の都市）からカンボジアを通って，東進
し，ベトナム南部（ホーチミン）へ向かうルート，い
わゆる「南部経済回廊」も知られている。このルート
も東西経済回廊と並んで注目されている。具体的には
写真 3 ：サバナケット市のトラックヤードに停滞中の長距
離コンテナトラック（オーストラリア資本の名前
が入ったコンテナを積んでいる）（筆者撮影）
写真 4 ：ベトナム・国道 1 号線の拡張工事。（筆者撮影）
7 「中老運輸通道之変―從十多天縮短到 3 天，從単線路変為多線路」，老撾商業資訊26-27ページ，2014年 7 月。
8 ダナン港副港湾長へのインタビュー（2014年 9 月 5 日）
9 川田（2011）pp.168-169
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バンコク―タイ東部臨海地域―ホーチミン（ベトナ
ム）―プノンペン（カンボジア）の経路を結ぶもの
で，ラオスは通過せずにその南の隣国，カンボジアを
通過するものである。
3．クロスボーダー地域と生産環境
東西経済回廊で交差するベトナムとラオスの国境周
辺地域に製造企業の蓄積が次第に形成されつつある。
ベトナム側にはラオバオ SECA（特別経済・商業地
域），ラオス側にはデンサワン特別経済区が設置され
ている。ここでは，この地域に進出する企業に企業所
得税の減免，土地リース代の免除期間の延長などの恩
典が均霑されているからである。この結果，現在はラ
オバオ SECA にはベトナムの国内企業だけでなく，
タイ，中国から外資企業が進出し，ホテル，レストラ
ン，自動車販売，食品加工などの事業が展開されてい
る。調査当時，見た限りでは日系企業は見当たらな
かった。石田（2010）によると進出企業のうち圧倒的
に多いのがベトナム資本，次いでタイ資本，中国資本
となっている。石田（2010）はこのうちタイ華人と海
外ベトナム人（越僑）の夫婦が経営する企業にインタ
ビューし，進出動機等を聞き取っている。それによる
と以前からこの国境を経由した貿易をしていたという
経歴に加えて，地元政府要人との個人的な関係によ
り，誘われたからであるという。
ラオス側のデンサワン特別経済区においては川田
（2011）は欧州系のアパレルメーカーが進出し，製品
をベトナム経由で米国市場に輸出するビジネスモデル
を検討していることを報告している。石田，川田とも
日系企業については触れていないが，これは進出して
いないためと推測される。筆者も2014年9月訪問時に
は，ここに進出している日系企業を見つけることはで
きなかった。周辺住民や小規模なトレーダー等による
国境を越える人や物資が多いためか，国境付近では多
くの無許可（？）両替商が路上で声をかけてくる。ま
た国境の土産物屋ではタイバーツ表示のタイからの日
用雑貨も多く見かけられた。
ラオバオ―デンサワン国境を越えてラオス側に入
り，サバナケットに向かう途上の道路状況は既に述べ
た通りであり，片道一車線はところどころ舗装が剥げ
写真 5 ：ベトナム―ラオス国境の第１ゲート
（ラオバオ側）（筆者撮影）
写真 6 ：ラオバオ特別経済・商業地域のメインストリート
（筆者撮影）
写真 7 ：ラオバオ特別経済・商業地域のホテル・ショッ
ピングエリア（筆者撮影）
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落ちていたが，スピードを落としながら走行すれば走
り抜けられるし，路上にガソリンスタンドが散見さ
れ，ラオス側でしばらく走行すると「道の駅」がある
など，あまり問題は感じなかった。到着したサバナ
ケット市はニコンやトヨタ紡織といった大企業が進出
したことで日本でも有名になってきたラオスの主要都
市である。ここにはサワン・セノ経済特区（マレーシ
ア資本とラオス資本により開発）がある。ここはメコ
ン地域を東西に結ぶ国道9号線と南北に走破する国道
13号線が交差する交通の要衝である。このサワン・セ
ノ経済特区の工業団地には約40社の入居企業があり，
うち日系企業は7社を数える。これはラオス企業15
社，タイ企業9社に次ぐ多さである。なお，日系の7社
のうち4社が機械関係のメーカーである。これにはニ
コンやトヨタ紡織等日本の大企業も含まれている。
ここで生産される製品は国境の近いタイ側への出荷
分だけでなく，500キロメートル以上はなれたベトナ
ム・ダナン港への出荷分も少しずつ多くなっていると
いう10。ちなみにサバナケットからダナンまでの行程
は，ラオス領内が約250キロ，ベトナム領内が約250キ
ロメートル。合計約500キロメートルである。既存工
場を活用しながら労働集約的な工程だけを低コスト地
域に移転して，コストメリットを享受しようとすれ
ば，メコン諸国でこうした陸送による物流ルートは大
きな可能性を秘めている。現在，日系企業の間でタイ
拠点の労働集約的な生産工程を切り離してラオスやカ
ンボジアに分工場として移す例は，まだそれほど多く
ないようであるが，既に述べたように他の物流経路の
整備も広がっており，選択肢が拡大すれば，この動き
は着実に進んでゆくと思われる。
東西経済回廊と同様に注目を集めている南のクロス
ボーダー地域にある南部経済回廊はベトナム最大の商
業都市，ホーチミンシティとカンボジアの首都，プノ
ンペンを結ぶ主要幹線である。カンボジア側の国道1
号線とベトナム側の国道22号線がモクバイ（ベトナム
側の国境の町）とバペット（カンボジア側国境の町）
を連結している。タイとベトナムを最終的に結ぶこの
回廊上には表2のように経済特区（SEZ ＝ここでは工
業団地的な機能も包括している）の設立が増えてい
る。むしろ，ホーチミンシティに拠点を多く有してい
表 1 ：サワン・セノ経済特区工業団地の 
国別進出企業（2014年 9 月現在）
進出企業の国籍 企業数（社）
ラオス企業 15
タイ企業 9
日系企業 7
その他 9
合計 40
注：複数国の親会社からの出資を受けて設立された企業は出
資比率の多い国の企業とした。
出所：サワン・セノ経済特区工業団地管理事務所インタ
ビューにより筆者作成。
表 2 ：「南部経済回廊」沿線の SEZ と進出日系企業数
SEZ 名 位置 日系企業数（社）
プノンペン プノンペン市 36
シアヌークビルポート シアヌークビル市 1
シアヌークビル シアヌークビル市 2
マンハッタン ベトナム南部国境 1
タイセン ベトナム南部国境 15
コッコン タイ南部国境 2
ポイペト タイ中部国境 0
出所：廣畑伸雄「カンボジアに進出する日系中小企業の立地要因」，アジア経営学
会第21回全国研究発表大会報告（2014年9月14日）
10サバナケット市の地場物流企業へのインタビュー（2014年 9 月 8 日）
39メコン・クロスボーダー地域とビジネス環境
る日系企業の間では南部経済回廊が東西経済回廊以上
に注目を集めているとも言える。このルート上の
SEZ は，表に見られるように主なものだけでも7か所
あり，60社近くにも達している。
筆者はこのうち，プノンペン経済特区を訪問し，イ
ンタビューを行った11。経済特区内の工業団地は後述
するように運営会社そのものに日系の資本が入ってお
り，その影響で日系企業が数多く立地していた。
プノンペンの SEZ（特別経済区）内の工業団地
（マレーシア資本，日本資本）に進出している前述の
日系精密部品メーカーを訪問したところ，同工場では
タイ工場から部品を輸入し，カンボジアで労働集約的
な工程を仕上げ，製品をタイに出荷していた。人材も
周辺国家の既存工場から派遣されており，それまでの
蓄積を生かした形で運営が行われている。2014年2月
に筆者が訪問した時には工場内はタイ工場からタイ人
職長が多く派遣されていた12。工程管理や品質管理は
同社の長年のタイ製造拠点で得た手法で行っているよ
うに見えた。ここで仕上げられた加工工程（あるいは
部品）は整備された陸路等を通って，タイのアセンブ
リー工場（本工場）に供給される。また，当工場の部
材は全てタイから調達している。同工場は20年のタイ
工場のノウハウを集結し，加えてカンボジアの状況を
加味して工場運営を行っていると言えよう。工場では
初等教育，チームワーク教育などを徹底して教育し，
さらに成績優秀者には家族を招待して表彰するなど従
業員参加のイベントを設け，従業員の慰労にも意を用
いている。こうした工場運営の努力が実を結び，生産
性は次第に高くなっている。従業員の初等教育にも注
力した工場で地域での評判も良いようである。従業員
寮完備で運営スタッフは日本人13人，タイ工場からの
派遣スタッフ13人で管理・運営している13。また，近
接した日系児童用品メーカーの工場では生産担当幹部
は全て中国から派遣していた。これは中国での生産経
験を生かしているものである。
同工業団地は今後，部品製造などで技術力のある日
系の中小企業の進出にも期待感を示していた。一般に
工業団地内への工場立地は地代の高さにより，中小企
業が進出する時には敬遠されることも多かったが，最
近の工業団地では小面積でかつ，既に工場建屋が出来
上がっている区画を賃貸で貸し出す「レンタル工場」
も一般化してきている。技術をもつ中小企業，すなわ
ち裾野産業を誘致しようとするものである。レンタル
工場は土地の選定などに伴う進出までの手続きが簡単
で，進出してからも工業団地の管理会社から提供され
る付帯サポートも期待できるため，工業団地への入居
は進むことになろう。但し，より土地の賃貸料が安
く，採用後にせっかく時間をかけて育成した労働者を
工業団地内の近隣工場から引抜かれる心配も要らな
い，離れた一般用地に工場を立地する中小企業もあ
る。ベトナムにおいてこのような現地進出を行い，成
功している中小企業も散見される14。
これらの国には以前からコストの低廉さそのものに
着目して，進出している繊維，医療用品メーカーも
あったが，ここ数年，サポーティングインダストリー
を担う機械部品分野のメーカーが，大企業のみならず
中小企業のレベルでも確実に増えているのである。ベ
トナム政府もこうした日本の中小企業の誘致に注力し
てきている。中小企業の誘致に焦点を絞ったベトナム
資本の工業団地運営会社の幹部が来日し，日本各地の
商工会議所に営業活動を行うことも珍しいことではな
くなっている。日本のコンサルタントと提携し，日本
企業のニーズを工業団地運営に反映させ，誘致活動を
行っているところも多い。タイ国内で2か所の工業団
地を所有・運営しているタイの AMATA グループも
ベトナムに2か所の工業団地を開発・所有している。
タイ国内で所有・運営するアマタナコーン工業団地
（タイ・チョンブリ県），アマタシティ工業団地（タ
イ・ラヨン県）とも日系企業が多く進出しており，こ
れらはこうしたタイ進出の日系企業のベトナム分工場
11プノンペン経済特区運営管理会社へのインタビュー（2014年 2 月）
12プノンペン経済特区の日系電子部品メーカーへのインタビュー（2014年 2 月16日）
13プノンペン経済特区の日系電子部品メーカーへのインタビューによるとカンボジアのポルポト政権時代の影響で初等教育はまだ十分に行
き届いていない。これは生産性にも影響するとして，この工場では工場内で一定時間を割り当てて，基礎教育も行っている（2014年 2 月16
日）。
14ホーチミン市の日系中小企業へのインタビュー（2014年 2 月16日）
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や日本からベトナムに子会社を設立しようとする日本
企業の需要にこたえようとするものでもある15。
カンボジアやラオスでも，様々な優遇措置を均霑す
る「経済特区」を設置し，その中に工業団地を建設し
て，外資企業を誘致しようとする動きが急ピッチで進
んでいる。日系資本が多数進出していったタイの日系
企業や中国の日系アセンブリー工場の分工場の立地場
所として次第に注目を集めさせている。
この地域で最も労働コストが低廉なのはラオス，カ
ンボジア，ミャンマーであるが，このうちラオスの主
要都市はメコン川を挟んで対岸のタイ国境近接地周辺
に立地するところが多い。国内の交通網の整備が遅れ
ていたとしても，ラオスのように国境が近接している
都市に立地すれば，原材料・部品を運ぶトラックはす
ぐにタイやベトナムのより整備された道路区間を走る
ことになる。ラオス，タイ，ベトナムは既にトラック
を変えずに国境を越える運転許可証が発行されてお
り，タイにおいては中国からの車両もタイ，中国双方
のナンバーを掲げながら走っている。製造工程の安い
労働コスト（ラオス，カンボジア）と整備された物流
網がメコン地域に経済統合によって，製造業の生産性
を向上させている。当該地域への機械部品などの分工
場という形での展開も少しずつであるが，進むと考え
られる。
4．メコン地域と消費の動向
ベトナムの人口は今後増加の一途をたどることにつ
いては既に述べたが，既に2014年に9,000万人を突破
したと見られており，2025年には約1億人に達するこ
とは確実である。しかも，人口構成は若く，現時点で
20歳～24歳が最も多い。平均年齢は約27歳である。世
代間格差の消費行動に対する影響はアジアの他の国と
同様に顕著である。とりわけ，若い世代によるイン
ターネット購買の頻繁な利用もあって，購買行動が急
速に多様化・分化しつつある。また，購買手法だけで
なく，「消費に求める意味の重視」という社会心理的
な変化によっても消費行動が変化していくであろう。
但し，ベトナムをはじめメコン地域は家族重視の大家
族主義の色合いがまだ強く，当面は消費者は大家族の
中の調和限度を超えない範囲で多様な選択を通じた消
費体験を求めるようになると思われる。インターネッ
トなどの情報から「選択」の幅の拡大を求めるが，家
族的連帯感覚からあまり逸脱しない消費行動（「他人
と同じのは嫌だ，しかし，あまり奇抜な選択はしな
い」）をするといわれている。
とはいえ，今の若い世代が今後中間層を形成する世
代になるため，長期的には若い世代の消費行動が多か
れ少なかれ国民全体の消費行動をけん引し，主流に
なっていくことは言うまでもない。既に若い世代はリ
アル流通での購買よりもむしろ，ネット流通による購
買を好んでいる。これは時間や交通費の節約というメ
リットだけでなく情報入手がほぼインターネットに依
存していることと密接に関連する。彼らは新聞，テレ
ビなどの従来のメディアの情報に懐疑的であり，しか
も新聞，雑誌などの媒体はコストの発生を伴うため，
表 3 ：ベトナムのインターネットと購買行動
年
人口
（万人）
ネット利用率
（人口比，％）
ネット利用者のネッ
トショッピング利用
（％）
ネットショッピング
の売上（億米ドル）
2012 8,700 36.0 N.A. 12.0
2013（見込み） 9,000 36.0 57.0 22.0
2015（推計） 9,300 45.0 60.0 37.0
注：2013年と2015年の数値は，推測の値。
出所：チン・トイ・フン「アジア消費市場のフロンティア」（専修大学アジア産業センター国際シ
ンポジウム2014年11月15日報告資料より筆者作成。原出所：ベトナム工商省，『e-commerce 白書』
（2012,2013）
15タイに進出している日系企業へのインタビュー（2015年 2 月）
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経済的にまだ十分ではない若い世代はこれらのメディ
アを必然的に避ける。ネット情報を重要視し，SNS
等ネット空間で成立する緩やかな連帯でつながってい
る仲間の意見を購買行動の意思決定の大きな要素とす
ることがこの世代の特徴である。
参考のために中国の消費行動を示唆する「少子化」
の影響と比較してみよう。ベトナムと中国の違いは顕
著である。陳（2014）によると中国政府の80年代以降
の一人っ子政策は「80年代生まれ以降」，「90年代生ま
れ以降の世代」の消費行動を強く特徴づけているとい
う。一言でいうと，物を大切に使い，節約する「70年
代生まれ以前の世代」と違い，80年代生まれ以降，90
年代生まれ以降の世代は生産力の拡大の裨益を最も受
けており，派手な消費行動が特徴である。また，子供
中心の消費傾向が強い。加えて，80年代・90年代生ま
れ以降の世代はインターネットを通じて，仲間とのつ
ながりや個性を求める消費行動の要素が強い。中国の
世帯の消費行動に影響を与えているのは「核家族化と
空巣家族化」という要因である。特に「空巣家族化」
は深刻な影響を与えつつある。これは老人だけの世帯
あるいは独居老人世帯が急速に増えているためであ
る。総人口は13億7000万人であるが，うち65歳以上の
人口が2011年現在で13.26％，人数にして1億1900万人
と，日本の人口にほぼ近似する大きなマーケットサイ
ズである16。一人っ子政策による子ども主体の消費行
動に加えて，儒教倫理が色濃く残る中国ではこうした
高齢者家族に対する消費行動も前面に出てくるであろ
う。今後，こうした親の世代の「空巣家族化」の影響
は益々強くなると言われている。他方，人口構成が若
く，大家族制がまだ色濃く残っているベトナム等のメ
コン地域においてはこうした中国とは異なる消費行動
になってゆくであろう。
経済格差も消費行動に影響を与える大きな要素であ
る。メコン地域の中間層はいわゆる家庭の電化や二輪
車・四輪車等を三種の神器として求める。例えばベト
ナムの三種の神器に含まれると推測されるものは表4
のとおりである。携帯電話は既にほとんどの世帯に一
基あるという状況になっているが，冷蔵庫，DVD レ
コーダー，洗濯機はまだ所有率が低い。
ベトナムの中間層は現在人口の14.0～15.0％である
といわれる。このままで経済成長が続けばこれが2020
年には34.0％まで急増し，3200万人以上になると考え
られる17。こうしたなか，メコン地域においてもグ
ローバル化の進展に伴い，都市化が進展し，就業機会
が拡大する地域と農村地域の間の経済格差が拡大して
いる。経済格差の程度を示す代表的な指数，ジニ係数
（1に近い程，経済的な不平等であり，0に近い程平等
であることを示す）によると2012年度においてベトナ
ムは0.44であり，0.52（中国），0.46（タイ）と0.34
（日本）の間にある18。経済発展に伴う都市化は中間
表 4 ：ベトナム世帯の「三種の神器」
製品 世帯所有率（％） 計測年
カラーテレビ 87 2008
バイク 72 2010
携帯電話 96 2010
冷蔵庫 53 2012
DVD レコーダー 49 2012
洗濯機 23 2012
出所：チン・トイ・フン，「ベトナム消費市場の現状とその
諸特徴―各種資料から―」（専修大学アジア産業研究セン
ター・国際シンポジウム「アジア消費市場のフロンティア」
2014年11月15日報告資料より筆者作成。
16陳立平（2014）
17チン・トイ・フン（2014）
18国際機関日本 ASEAN センター「ASEAN 情報マップ」2014年11月。
写真 8 ：ラオスの伝統的な商店の店先（筆者撮影）
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層を形成し，消費を刺激するが，戸籍移動は緩和され
てきたというものの，中国と同じ社会主義であるベト
ナムにおいては，まだ完全に自由と言うわけではな
い。最近ではせっかく中核都市に移住できた後でも住
居費，生活費の上昇が収入の上昇に追いつかず，貧困
化が進んで，故郷の地方に帰る事例も増えているとい
う19。ベトナムの場合，中国のように潤沢な地方およ
び中央政府の財政により不動産投資で「都市」を全国
に人為的に建設するというわけにはいかず，中国のよ
うに消費が劇的に増えるということは考えにくいかも
しれない。実際にベトナムの場合，中核都市といえる
のはハノイ，ダナン，ホーチミンシティの3市に限ら
れている20。注意したいのはこうした都市内部での経
済格差は都市と地方の経済格差よりも大きく，都市住
民は「ハイグレードの製品・サービスを新しい流通・
マーケティングを通じて求める」高所得層および上位
中間層と「日常必需品を低価格で求める」低所得層ま
できわめて幅広い。この結果，「高級小売店」と「青
空市場や家族経営の零細店舗」まで多様なチャネルが
併存する。一方，日中働きづくめで夜，買い物をする
人々から夜，余暇を楽しむために消費する人々など，
多様な消費行動がみられるようになり，24時間営業の
店舗が多くできるようになっている。
「青空市場や家族経営の零細店舗」で購買する消費
者に対し，中間層の上位に位置する消費者は「先進国
的な」消費行動を始めつつある。彼らは SNS の影響
で世界の流行や健康に敏感である。また，消費行動に
おいて人と異なる自らのアイデンティティを追求する
傾向が次第に強くなっている。すなわち，海外の流行
では日本文化，韓流，欧米文化のブームに対する関心
が強く，健康の志向が強くなりつつある。いわゆる
「食の安心，安全」のために価格を二の次にする傾向
が出てきた。この背景にはこれまでベトナムに大量に
輸入されてきた中国からの輸入食材への不信があると
写真 9：サバナケット市にあるショッピングモール。但し，
テナントはまだあまり入っていない。（筆者撮影）
表 5 ：人口100万人当たりの店舗の比率
国名
伝統的販売店舗：近代的販売店舗
（A）　　　　　（B）
（B）/（A）
（％）
ベトナム 6,000：10 0.2
タイ 5,000：130 2.6
中国 4,000：160 4.0
マレーシア 2,000：210 10.5
インドネシア 12,000：65 0.5
フィリピン 8,000：40 0.5
韓国 2,000：850 42.5
出所：チン・トイ・フン「ベトナム消費市場の現状とその諸特徴―各種資
料から―」（専修大学アジア産業研究センター公開シンポジウム「アジア
消費市場のフロンティア」2014年11月15日）報告資料より筆者作成。
19グエン・ティ・タン・トゥイ（2013），139-158頁
20グエン・ティ・タン・トゥイ（2013），139-158頁によるとこの 3 市のみが純流入ベースで人口増加がみられるという。
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いう。タイでは既に広範な中間層が形成されつつあ
り，こうした消費者層は先進国メーカーが供給する国
際的な人気ブランドの購買への嗜好を強めている。加
工食品を例にとれば，タイではキリンビバレッジの人
気清涼飲料水である「生茶」，「午後の紅茶」，サント
リーの健康飲料水「ダカラ」，「ビタミンウォーター」
等が2000年代から現地委託生産で投入されている。
サービス業のブランドについても定食の「大戸屋」，
チャンポンの「リンガーハット」，ハンバーガーの
「モスバーガー」，シュークリームの「ビアードパパ」
もチェーンレストランとして展開されている21。
また，上位の中間層は新しい流通・マーケティング
手法に対する関心も強い。Value forMoney（「価値に
見合った物・サービス」を求める）の考え方が次第に
浸透し，高価であってもグレードの高い物の購買，購
買に良質なサービスや体験が伴う消費を求め始めてい
る。フン（2014）によるとインターネットを通じた
ネット購買は買い物に対する時間の節約という側面も
あるが，日用品以外の買回り品になると，一応はリア
ルな売り場で現物をいったんチェックした後で，ネッ
ト購買をするなど，百貨店，総合スーパー等のリアル
な売り場も依然として購買プロセスとして組み込まれ
ている。さらに最近は購買プロセスに付帯する「体
験」に価値を見出すという消費者も出てきた。先進国
では既にこうした上位中間層をターゲットにしてイン
ターネット購買に対応するため，リアル購買の売り場
でのイベント，試着コーナー，消費文化発信のコー
ナーを充実させているが，先進国の流通資本が進出す
るなかでメコン地域でも，こうした「新しい流通・
マーケティング」がお目見えすることは確実である。
また，メコン地域にもそれを求める上位の中間層が出
現しつつある。
メコン地域ではまだ，全体的に家族だけで経営する
規模の小さい小売店（伝統的販売店舗）が流通チャネ
ルに占める割合が圧倒的に多く，近代的販売店舗
（SM，GMS，モール，コンビニエンスストア等）は
限定的である。アジアにおける伝統的販売店舗数と近
代的販売店舗の割合は表5のとおりとなっている。特
にベトナムは伝統的販売店の店舗数を近代的販売店
（SM，GMS，モール，コンビニエンスストア等）の
店舗数と比べた比率をみると大きく遅れている（表
5）。ベトナムでは WTO 加盟後（2007）には外資の流
写真10：ベトナムの外資系 GMS
（ドイツ資本の「メトロ」）
出所：チン・トイ・フン「ベトナム消費市場の現状とそ
の諸特徴―各種資料から―」，専修大学アジア産業研究セ
ンター公開シンポジウム「アジア消費市場のフロンティ
ア」，2014 年 11 月 15 日報告資料
21川田（2011）p.136
写真11：外資系企業が多く進出するタイ・アユタヤの外
資系 GMS（フランス資本の「ビッグ C」）（筆
者撮影）
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通業の進出認可規制が大きく緩和され，それが近代的
販売店舗の増加につながってきた。進出形式の緩和に
より，代理店，卸，小売，フランチャイズ等が可能に
なり，出資制限の緩和により，2009年1月1日よりは
100％外資小売企業も認められた。筆者はベトナムの
いわゆるコンビニエンスストア（CVS）に行ってみた
が，現地資本，韓国資本の CVS が先兵を切って展開
しているように見えた。
次第に先進国の流通資本のベトナムへの流通業進出
も進み，韓国のロッテマートをはじめとして，欧米系
ではドイツ系のメトロ（ハノイ），日系資本ではイオ
ン（ホーチミン，プノンペン等），高島屋（ホーチミ
ン，2015年予定）が展開している。特に積極的なのは
韓国系ロッテのロッテマートであり，ハノイ店，ダナ
ン店，ホーチミンに合計10店舗を有している。同社は
最近ベトナムの地場資本と合弁解消し，独自所角強い
経営判断を加速させてようとしているようだ。隣国の
タイは外資系製造企業の誘致で都市化されたアユタ
ヤ，チョンブリ，ラヨン等に外資系流通業が大挙進出
し，消費を喚起させた。今では多くの国内外の資本に
よる日系，欧米系の SM（スーパーマーケット），
GMS（総合スーパー）が多く見られるようになって
きた。
また，ベトナムにさかのぼること6年前に WTO に
加盟した中国では，既に SM（スーパーマーケッ
ト），GMS（総合スーパー），モール，コンビニエン
スストア，家電量販店，SPA 等，先進国並みの多様
な近代的流通チャネルが国内各地の主要都市に展開さ
れており22，メコン諸国でも規模とスピードの差はあ
れ，こうした方向に向かうことはほぼ確実であると思
われる。LeThiLanHuong（2014）はベトナムでは
大企業のみならず，中小企業においても事業における
ブランド，流通チャネル，マーケティングの重要性の
認識が高まっていることを紹介している。
5．まとめ
中国，タイ等日本のモノづくりに不可欠となってき
た地域でコスト上昇圧力が高まっている。それらの
国々の内需のための製品をそこで引き続き，製造する
ことには合理性が残っているにしても，第三国への輸
出という意味ではかつてほど魅力はなくなっている。
特にコストの上昇や優遇措置の撤廃・変更や政治リス
クの高い中国においては製造業にとってのその投資環
境の魅力が失われてきている。これに代わって，工場
立地の有力候補として見直されてきたのがベトナムで
あり，ミャンマーである。また，中国やタイの本工場
に付随する分工場の立地としてラオスとカンボジアに
注目が集まっている。陸上国境，河川国境によって区
切られているこれらの諸国の貿易自由化，すなわち，
経済統合をさらに推進するためには，陸上交通路が極
めて重要である。
この陸上国境を結ぶ交通インフラの整備については
1990年代からアジア開発銀行が GMS（グレーター・
メコン・サブリージョン）として研究と地域発展の可
能性の提唱を行ってきており，それに基づいて関係各
国が交通，エネルギーなどのインフラ整備に資金的，
人的，技術的な支援を行ってきた。日本も1980年代か
らタイ，ラオス，1990年代からベトナム，カンボジ
ア，そして2010年代からミャンマーに多くの資金的，
技術的，人的支援を行ってきた23。今年はそれが AEC
の完成とともに佳境に入っている。特にベトナムは
2015年に一つの完成をみる ASEAN 自由貿易地域
（AFTA），すなわち AEC において，自由化が進むメ
コン地域の物的，人的資源の物流の中心的国家となる
期待が高まっている。ラオス，カンボジアと長い陸上
国境を持つベトナムは，さらにはタイ北部を通過して
ミャンマーや人口2億人のバングラデシュ，12億人の
インド市場（特に北東部の中心都市コルカタ周辺）と
つながるからである。これは海路に依存するマレー半
島，マラッカ海峡を通過せずにきめ細かい小口物流を
22楊陽（2014），33-57頁
23ミャンマーについては1980年代に既に多くの ODA を日本政府が実施していたが，1988年の民主化運動の弾圧と軍事政権成立により，約20
年間，ほぼ支援を中断していた。筆者は1984年～1986年までミャンマー（当時ビルマ）に対する日本政府の円借款を担当したことがある。
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も可能にする起点・終点として発展が期待できるとい
うことである。
また，進出する企業の側にとっては低コストや優遇
措置だけに依存した進出地域選択をしているわけでは
なく，身近な大消費地の存在や多数の取引先の集積も
大きな魅力である。過去には賃金等のコストは安い
が，十分に進出先の消費市場が発展せず，その後，賃
金上昇に伴い外資系企業の撤退が起きたアジアの地域
もあった。中長期に現地に定着した事業を行うために
は進出先の消費市場発展の可能性も極めて重要であ
る。
メコン地域についてはインフラの整備が進めばこの
経路上には密な生産拠点，物流・保管拠点を形成する
ことができ，その結果，都市化と消費市場の勃興が続
くと思われる。ベトナムのハノイ，ホーチミンシ
ティ，タイのレムチャバン，ラヨンは言うまでもなく
これまでも国際物流，投資の要衝として注目されてき
た。これに伴い周辺地域も都市化し，それが拡大する
に伴っていくと思われる。
現地政府の外資政策や誘致活動にも注目すべき変化
が起こっている。タイ政府は2015年1月より，投資優
遇政策を従来のゾーン制から重点産業を指定して優遇
する制度に改めた。すなわち，過疎地に立地する外資
企業に多くの優遇を均霑するという従来の政策から，
高度な技術やノウハウを伴う業種において直接投資を
行う外資企業に優遇を均霑するという政策への転換で
ある。ベトナム政府も技術をもった裾野産業の育成が
産業の高度化につながるとの認識から，日本をはじめ
とする部品メーカーに誘致活動を強化している。タイ
は2000年代からのタクシン派と非タクシン派の抗争の
結果，軍事政権になっているものの，安定した外資企
業への誘致政策を行っており，外資企業から不満がで
ることは比較的少ない。
タイに外資企業が直接投資しようとする場合，その
窓口の行政機関，タイ投資委員会（Boardof Invest-
ment:BOI）にアクセスする必要があるが，その能力
は高く評価されている。BOI は工業省直轄の組織で
あり，外国企業からの直接投資だけでなく，国内企業
の大型投資についても促進，調整，相談を行う。第二
次世界大戦後，タイでは必要不可欠な日用品が不足
し，それに対応するために政府の方針で国営企業が多
く設立されたが，その効果はなかなかでなかった。そ
のため，タイ政府は方針の大転換を行い，外国企業の
誘致によってこの問題を解決しようとした。1954年の
「工業サポート案」に端を発し，その実施のために設
立（1965年）されたのが，BOI である。
BOI の活動は大きく二つに分類される。「企業の競
争力強化」と「企業の運営サポート」である。前者は
投資優遇制度の制定・規律，外国企業の投資認可，外
国人企業家・技術者などの人的資源の受け入れ許可，
外国企業の土地所有・使用の許可など許認可機関とし
ての役割であり，後者はタイへの投資環境に関する情
報提供，アドバイス，市場調査のサポート，外国企業
と現地企業のマッチング，海外のビジネス機関とタイ
の関係機関とのネットワーキングの支援など進出促
進・サポート機関としての役割である。この BOI の
外資政策が2015年1月1日に大きく変化した。以前の制
度（129の投資奨励業種に対して3年から8年の法人税
免除やそれ以外の優遇措置が均霑され，そのうえで国
土を首都バンコクに近い方から三つのゾーンに分類
し，バンコク周辺に立地する新たに投資する企業には
最も優遇措置の均霑が少なく，バンコクから離れた立
地をすればするほど，より大きい優遇措置が均霑され
るという制度）を全面的に変更し，ゾーンによる優遇
措置均霑の差別を撤廃し，新奨励業種として10種類の
分野に分けてそれぞれに優遇の恩典を与えるという新
表 6 ：タイ・BOI の新投資奨励対象業種
インフラ，ロジスティクス
基幹産業（鉄鋼，石油化学，機械）
医療機械，科学機器
再生可能エネルギー，環境サービス
ビジネス支援サービス（研究開発等）
高度基盤技術（バイオテクノロジー）
食品，農産品加工
ホスピタリティー，ウエルネス（老人介護施設など）
自動車，輸送機器
電子・電気機器
円真耶子「新興国 ABC―タイ，投資奨励策改正に取り組
む」，日経産業新聞2014年5月19日付
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制度を施行した（表6）24。
ベトナムは社会主義で政策の決定過程に対する不透
明さが指摘されることがまれにあるものの，日本企業
の視点からみれば，その外資政策の運営面は高く評価
されている。日本政府とベトナム政府の間で2003年4
月に「日越共同イニシアチブ」が設置されている。こ
れはベトナムが外資企業に対する投資環境を改善する
ために実施すべき内容を「行動計画」として認定し，
両国で取り上げて，とりまとめ，その改善施策にかか
わる進捗評価を両国で行うものである。まず，在ベト
ナム商工会議所が投資環境の改善要望を日本政府やそ
の関係機関に提出し，行動計画を作成する。その計画
を日本側がベトナムの関係省庁と調整し，両国の合同
委員会のもとで合意の最終の行動計画とし，その実施
をベトナム政府が行ってゆく。その実施のための側面
支援（経済援助，技術援助等）を日本政府が行う，と
いうものである。例えば「ストライキが増えてい
る」，「インフラ整備の不足」，「裾野産業の未成熟」と
いった投資環境上の日本企業からの指摘はこのシステ
ムを通じて公式にベトナム政府に伝えられ，改善案が
協議される。このシステムに基づいて，ベトナムの日
本人商工会議所はこれまで様々な投資環境問題につい
て，ベトナム政府に意見を上申してきている。最近で
は2012年11月の「日越共同イニシアティブ」における
官民会合で投資環境上の解決すべき問題として協議さ
れていた改善項目70項目のうち，61項目が改善され
た25。
カンボジアは経済特別区（SEZ）へ製造業が進出す
る限りにおいては，明確なインセンティブができつつ
ある。現在，製造業限定で SEZ 法があり，3年～9年
間は100％法人税が免除されている。通常税率20％
が，この間，0％になる。卸売業，小売・サービス業
については優遇措置は明確ではないが，現実に既に日
系，欧米系の GMS（総合スーパー）やチェーンレス
トランが進出し始めており，政策面での投資環境に大
きな問題は，これまでのところないと推察される。
また，ラオスでは製造業に外資系企業が投資した場
合，5年～10年間は24％の法人税が免除され，サービ
ス業でも2年～10年間，同じく法人税が免除される。
その後の税率もそれぞれ8％，10％に抑えられる。実
際の運用面でも進出企業などへのインタビューから伺
う限り，個別進出案件毎の審査を柔軟に行っているよ
うである26。
今後の研究の課題の一つとして，本稿で取り上げた
生産，物流，消費にかかわる分析に加えて，こうした
各国の外資政策の実態面を把握することがあげられよ
う。
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